
 

「特定技能外国人受入れに関する運用要領」の一部改正について 

令和４年８月３０日 

 

 

 「特定技能外国人受入れに関する運用要領」について、下記のとおり必要な改正を行いましたので、公表します。 

 

記 

赤字は修正部分 

通し

番号 

該当ページ 

（改正後） 
改正箇所 現行 改正 

1 P.6-P.7 

 

第２章 

第３節 特定技能外

国人受入れ手続の流

れ 

○６つ目 

（新設） ○ 一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこと

が見込まれる機関については、当該機関に該当するこ

とを立証する資料及び書類省略に当たっての誓約書

（参考様式第１－２９号）を提出することで、在留諸申

請に必要な書類のうち特定技能所属機関が準備する書

類の提出を省略することが可能です（ただし、提出を省

略した書類についても、必要に応じて地方出入国在留

管理局から提出を求められた場合は提出いただく必要

があることに留意願います。）。 

対象となる機関及び省略を認める書類は以下のとお

りですが、詳細は、出入国在留管理庁ホームページを御

参照ください。 

（対象となる機関） 

過去３年間に指導勧告書の交付を受けていない機関

であって、かつ以下のいずれかに該当する機関 

① 日本の証券取引所に上場している企業 

② 保険業を営む相互会社 

③ 高度専門職省令第１条第１項各号の表の特別加算



の項の中欄イ又はロの対象企業（イノベーション創出

企業） 

④ 一定の条件を満たす企業等 

⑤ 前年分の給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計

表中、給与所得の源泉徴収合計表の源泉徴収税額が１，

０００万円以上ある団体・個人 

（省略を認める書類） 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号） 

・登記事項証明書 

・業務執行に関与する役員の住民票の写し 

・特定技能所属機関の役員に関する誓約書（参考様式

第１－２３号） 

・（特定技能所属機関の）労働保険料の納付に係る資料 

・（特定技能所属機関の）社会保険料の納付に係る資料 

・（特定技能所属機関の）国税の納付に係る資料 

・（特定技能所属機関の）法人住民税の納付に係る資料 

・特定技能外国人の報酬に関する説明書（参考様式第

１－４号） 

・徴収費用の説明書（参考様式第１－９号） 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

2 P.22 第４章 

第１節 

（７）保証金の徴

収・違約金契約等に

関するもの 

【確認対象の書類】 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－

１７号）※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

  ＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１

７号）※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載 

3 P.25 （８）費用負担の合

意に関するもの 

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か

国語の翻訳様式を HP 掲載 

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か国

語の翻訳様式を HP 掲載 



【確認対象の書類】 ・徴収費用の説明書（参考様式第１－９号） 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－

１７号）※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載 

・徴収費用の説明書（参考様式第１－９号） 

  ＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

  ＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１

７号）※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載 

4 P.30 第２節 

（５）保証金の徴

収・違約金契約等に

関するもの 

【確認対象の書類】 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６

号） 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

  ＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

5 P.32 （６）費用負担の合

意に関するもの 

【確認対象の書類】 

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か

国語の翻訳様式を HP 掲載 

・徴収費用の説明書（参考様式第１－９号） 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６

号） 

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か国

語の翻訳様式を HP 掲載 

・徴収費用の説明書（参考様式第１－９号） 

  ＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

  ＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 



6 P.43 第５章 

第１節 

第１ 

（３）報酬等に関す

るもの 

【確認対象の書類】 

・特定技能外国人の報酬に関する説明書（参考様式第

１－４号） 

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か

国語の翻訳様式を HP 掲載 

・特定技能外国人の報酬に関する説明書（参考様式第

１－４号） 

  ＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か

国語の翻訳様式を HP 掲載 

7 P.49-P.50 第２節 

第１ 

（１）労働、社会保

険及び租税に関する

法令の規定の遵守に

関するもの 

【確認対象の書類】 

○１つ目 

＜労働保険の適用事業所の場合＞＊原則として２年

に１回の提出（注） 

（初めて受入れる場合） 

・労働保険料等納付証明書（未納なし証明） 

（受入れを継続している場合） 

・領収証書の写し（直近２年分）又は口座振替結果通

知ハガキ（直近２年分） 

＊口座振替結果通知ハガキを紛失した場合には都

道府県労働局が発行する「労働保険料等口座振替

結果のお知らせ」を提出してください。 

・労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書（事業

主控）の写し（上記の領収証書等に対応する分） 

＊労働保険事務組合に事務委託している事業場は、

事務組合が発行した「労働保険料領収書」の写し（直

近２年分）及び「労働保険料等納入通知書」の写し

（前記の領収書等に対応する分） 

＜雇用契約の成立の経緯＞ 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

＊あっせんする者の有無にかかわらず提出 

・厚生労働省職業安定局ホームページの「人材サービ

ス総合サイト」の画面を印刷したもの 

＜労働保険の適用事業所の場合＞ 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこと

が見込まれる機関については、書類の提出を省略

することが可能です。詳細は６ページのとおり 

＊上記＊に該当しない場合は原則として２年に１

回の提出（注） 

（初めて受入れる場合） 

・労働保険料等納付証明書（未納なし証明） 

（受入れを継続している場合） 

・領収証書の写し（直近２年分）又は口座振替結果通知

ハガキ（直近２年分） 

＊口座振替結果通知ハガキを紛失した場合には都道

府県労働局が発行する「労働保険料等口座振替結

果のお知らせ」を提出してください。 

・労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書（事業主

控）の写し（上記の領収証書等に対応する分） 

＊労働保険事務組合に事務委託している事業場は、

事務組合が発行した「労働保険料領収書」の写し（直

近２年分）及び「労働保険料等納入通知書」の写し

（前記の領収書等に対応する分） 

＜雇用契約の成立の経緯＞ 



＊あっせんする者がある場合のみ提出 

 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

＊あっせんする者の有無にかかわらず提出 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこと

が見込まれる機関については、書類の提出を省略

することが可能です。詳細は６ページのとおり。 

・厚生労働省職業安定局ホームページの「人材サービ

ス総合サイト」の画面を印刷したもの 

＊あっせんする者がある場合のみ提出 

8 P.50 ○２つ目 ＜健康保険・厚生年金保険の適用事業所の場合＞＊原

則として２年に１回の提出（注） 

・健康保険・厚生年金保険料領収証書の写し（在留諸

申請の日の属する月の前々月までの２４か月分全て）

又は社会保険料納入状況照会回答票 

＊健康保険・厚生年金保険の適用事業所には、強制

適用事業所のみならず、任意適用事業所も含まれ

ます。 

＊健康保険・厚生年金保険料の納付から社会保険料

納入状況照会回答票への納付記録の反映までに

時間を要することから、反映前に提出する場合

は、社会保険料納入状況照会回答票に加え、該当

する月の健康保険・厚生年金保険料領収証書の写

しも提出してください。 

＊健康保険組合管掌の適用事業所であって、領収証

書の写しの提出が困難である場合は、日本年金機

構が発行する社会保険料納入状況照会回答票に

加え、管轄の健康保険組合が発行する健康保険組

合管掌健康保険料の納付状況を証明する書類を

提出してください。 

・納付の猶予許可通知書の写し又は換価の猶予許可

＜健康保険・厚生年金保険の適用事業所の場合＞ 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこと

が見込まれる機関については、書類の提出を省略

することが可能です。詳細は６ページのとおり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として２年に１

回の提出（注） 

・健康保険・厚生年金保険料領収証書の写し（在留諸申

請の日の属する月の前々月までの２４か月分全て）又

は社会保険料納入状況照会回答票 

＊健康保険・厚生年金保険の適用事業所には、強制

適用事業所のみならず、任意適用事業所も含まれ

ます。 

＊健康保険・厚生年金保険料の納付から社会保険料

納入状況照会回答票への納付記録の反映までに時

間を要することから、反映前に提出する場合は、

社会保険料納入状況照会回答票に加え、該当する

月の健康保険・厚生年金保険料領収証書の写しも

提出してください。 

＊健康保険組合管掌の適用事業所であって、領収証

書の写しの提出が困難である場合は、日本年金機

構が発行する社会保険料納入状況照会回答票に加



通知書の写し 

＊猶予制度（分割納付）の許可を受けている場合 

＜健康保険・厚生年金保険の適用事業所ではない場合

＞＊原則として２年に１回の提出（注） 

・事業主本人の国民健康保険被保険者証の写し（保険

者番号及び被保険者等記号・番号を申請人等によりマ

スキングしたものに限る。） 

・事業主本人の国民健康保険料（税）納付証明書 

・納付（税）緩和措置（換価の猶予、納付の猶予又は

納付受託）に係る通知書の写し 

＊納付（税）緩和措置（換価の猶予、納付の猶予又

は納付受託）の適用を受けることが国民健康保険

料（税）納付証明書に記載されていない場合 

・事業主本人の被保険者記録照会回答票（基礎年金番

号を申請人等によりマスキングしたものに限る。） 

・事業主本人の国民年金保険料領収証書の写し（在留

諸申請のあった日の属する月の前々月までの２４か

月分全て）又は被保険者記録照会（納付Ⅱ）（基礎年

金番号を申請人等によりマスキングしたものに限

る。） 

＊国民年金保険料領収証書の写し（在留諸申請のあ

った日の属する月の前々月までの２４か月分全

て）を提出する場合は、被保険者記録照会回答票

の提出は不要です。 

＊国民年金保険料の納付から被保険者記録照会

（納付Ⅱ）への納付記録の反映までに時間を要

することから、反映前に提出する場合は、被保

険者記録照会（納付Ⅱ）に加え、該当する月の

国民年金保険料領収証書の写しも提出してくだ

え、管轄の健康保険組合が発行する健康保険組合

管掌健康保険料の納付状況を証明する書類を提出

してください。 

・納付の猶予許可通知書の写し又は換価の猶予許可通

知書の写し 

＊猶予制度（分割納付）の許可を受けている場合 

＜健康保険・厚生年金保険の適用事業所ではない場合

＞ 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこと

が見込まれる機関については、書類の提出を省略

することが可能です。詳細は６ページのとおり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として２年に１回

の提出（注） 

・事業主本人の国民健康保険被保険者証の写し（保険

者番号及び被保険者等記号・番号を申請人等によりマ

スキングしたものに限る。） 

・事業主本人の国民健康保険料（税）納付証明書 

・納付（税）緩和措置（換価の猶予、納付の猶予又は納

付受託）に係る通知書の写し 

＊納付（税）緩和措置（換価の猶予、納付の猶予又は

納付受託）の適用を受けることが国民健康保険料

（税）納付証明書に記載されていない場合 

・事業主本人の被保険者記録照会回答票（基礎年金番

号を申請人等によりマスキングしたものに限る。） 

・事業主本人の国民年金保険料領収証書の写し（在留

諸申請のあった日の属する月の前々月までの２４か月

分全て）又は被保険者記録照会（納付Ⅱ）（基礎年金番

号を申請人等によりマスキングしたものに限る。） 

＊国民年金保険料領収証書の写し（在留諸申請のあ



さい。 った日の属する月の前々月までの２４か月分全

て）を提出する場合は、被保険者記録照会回答票

の提出は不要です。 

＊国民年金保険料の納付から被保険者記録照会（納

付Ⅱ）への納付記録の反映までに時間を要するこ

とから、反映前に提出する場合は、被保険者記録

照会（納付Ⅱ）に加え、該当する月の国民年金保

険料領収証書の写しも提出してください。 

9 P.51 ○３つ目 ＜法人の場合＞＊原則として２年に１回の提出（注） 

（国税） 

・税目を源泉所得税及び復興特別所得税、法人税、消

費税及び地方消費税とする納税証明書（その３） 

・上記税目のうち、未納がある税目に係る「未納税額

のみ」の納税証明書（その１）で、備考欄に換価の猶

予、納税の猶予又は納付受託中である旨の記載がある

もの 

＊納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付

受託）を受けている場合 

（地方税） 

・税目を法人住民税とする納税証明書（初めて受け入

れる場合は直近１年分、受入れを継続している場合に

は直近２年分） 

・納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付受

託）に係る通知書の写し 

＊納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付

受託）の適用を受けていることが納税証明書に記

載されていない場合 

＜個人事業主の場合＞＊原則として２年に１回の提

出（注） 

＜法人の場合＞ 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこと

が見込まれる機関については、書類の提出を省略

することが可能です。詳細は６ページのとおり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として２年に１回

の提出（注） 

（国税） 

・税目を源泉所得税及び復興特別所得税、法人税、消費

税及び地方消費税とする納税証明書（その３） 

・上記税目のうち、未納がある税目に係る「未納税額の

み」の納税証明書（その１）で、備考欄に換価の猶予、

納税の猶予又は納付受託中である旨の記載があるもの 

＊納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付

受託）を受けている場合 

（地方税） 

・税目を法人住民税とする納税証明書（初めて受け入

れる場合は直近１年分、受入れを継続している場合に

は直近２年分） 

・納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付受

託）に係る通知書の写し 

＊納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付



（国税） 

・税目を源泉所得税及び復興特別所得税、申告所得税

及び復興特別所得税、消費税及び地方消費税、相続税、

贈与税とする納税証明書（その３） 

・上記税目のうち、未納がある税目に係る「未納税額

のみ」の納税証明書（その１）で、備考欄に換価の猶

予、納税の猶予又は納付受託中である旨の記載がある

もの 

＊納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付

受託）を受けている場合 

（地方税） 

・税目を個人住民税とする納税証明書（初めて受け入

れる場合は直近１年分、受入れを継続している場合に

は直近２年分） 

・納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付受

託）に係る通知書の写し 

＊納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付

受託）の適用を受けていることが納税証明書に記

載されていない場合 

（注）上記の保険料及び税のいずれにも滞納がない場

合に限り、領収書や証明書等の提出は原則として

２年に１回とし、提出を省略する当該申請におい

ては、公的義務履行に関する説明書（参考様式第

１－２７号）の提出が必要（保険料及び税のいず

れかに滞納がある場合には提出を省略すること

はできず上記に応じた領収書や証明書等の提出

が必要）です。 

   なお、地方出入国在留管理局は、特定技能所

属機関に対して受入れが適正に行われているこ

受託）の適用を受けていることが納税証明書に記

載されていない場合 

＜個人事業主の場合＞ 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこと

が見込まれる機関については、書類の提出を省略

することが可能です。詳細は６ページのとおり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として２年に１

回の提出（注） 

（国税） 

・税目を源泉所得税及び復興特別所得税、申告所得税

及び復興特別所得税、消費税及び地方消費税、相続税、

贈与税とする納税証明書（その３） 

・上記税目のうち、未納がある税目に係る「未納税額の

み」の納税証明書（その１）で、備考欄に換価の猶予、

納税の猶予又は納付受託中である旨の記載があるもの 

＊納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付

受託）を受けている場合 

（地方税） 

・税目を個人住民税とする納税証明書（初めて受け入

れる場合は直近１年分、受入れを継続している場合に

は直近２年分） 

・納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付受

託）に係る通知書の写し 

＊納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納付

受託）の適用を受けていることが納税証明書に記

載されていない場合 

（注）上記の保険料及び税のいずれにも滞納がない場

合に限り、領収書や証明書等の提出は原則として

２年に１回とし、提出を省略する当該申請におい



とを確認するために実地調査等を行うことがあ

り、必要に応じ、領収書や証明書の提出が求め

られることがあります。 

ては、公的義務履行に関する説明書（参考様式第１

－２７号）の提出が必要（保険料及び税のいずれか

に滞納がある場合には提出を省略することはでき

ず上記に応じた領収書や証明書等の提出が必要）

です。 

   なお、地方出入国在留管理局は、特定技能所属

機関に対して受入れが適正に行われていることを

確認するために実地調査等を行うことがあり、必

要に応じ、領収書や証明書の提出が求められるこ

とがあります。 

10 P.54 （２）非自発的離職

者の発生に関するも

の 

【確認対象の書類】 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１

号）＊原則として３年に１回の提出 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号） 

  ＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

11 P.55 （３）行方不明者の

発生に関するもの 

【確認対象の書類】 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１

号）＊原則として３年に１回の提出 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号） 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

12 P.58 （４）関係法律によ

る刑罰を受けたこと

による欠格事由 

【確認対象の書類】 

＜法人の場合＞ 

・登記事項証明書＊原則として３年に１回の提出 

・役員の住民票の写し＊原則として３年に１回の提

出 

＊未成年者がある場合で、法定代理人が法人で

＜法人の場合＞ 

・登記事項証明書 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと



あるときは当該法定代理人分も含む。 

・特定技能所属機関の役員の誓約書（参考様式第１－

２３号） 

＊住民票の写しの提出を省略する役員がいる場     

合 

＜個人事業主の場合＞ 

・個人事業主の住民票の写し＊原則として３年に１

回の提出 

＊未成年者がある場合で、法定代理人が個人で

あるときは当該法定代理人分も含む。 

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

・役員の住民票の写し 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

＊未成年者がある場合で、法定代理人が法人であ

るときは当該法定代理人分も含む。 

・特定技能所属機関の役員の誓約書（参考様式第１－

２３号） 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊住民票の写しの提出を省略する役員がいる場合 

＜個人事業主の場合＞ 

・個人事業主の住民票の写し 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

＊未成年者がある場合で、法定代理人が個人であ

るときは当該法定代理人分も含む。 



13 P.60 （５）実習認定の取

消しを受けたことに

よる欠格事由 

【確認対象の書類】 

＜法人の場合＞ 

・登記事項証明書＊原則として３年に１回の提出 

・役員の住民票の写し＊原則として３年に１回の提

出 

＜個人事業主の場合＞ 

・個人事業主の住民票の写し＊原則として３年に１

回の提出 

＜法人の場合＞ 

・登記事項証明書 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

・役員の住民票の写し 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

＜個人事業主の場合＞ 

・個人事業主の住民票の写し 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

14 P.67 （１０）保証金の徴

収・違約金契約等に

よる欠格事由 

【確認対象の書類】 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６

号） 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 



15 P.68 （１１）支援に要す

る費用の負担に関す

るもの 

【確認対象の書類】 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１

７号）※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載 

＊１号特定技能外国人を雇用する特定技能所属

機関のみ 

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１

７号）※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載 

＊１号特定技能外国人を雇用する特定技能所属機

関のみ 

16 P.70 （１２）派遣形態に

よる受入れに関する

もの 

【確認対象の書類】 

○１つ目 

＜分野共通の書類＞ 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号）

＊原則として３年に１回の提出 

・派遣計画書（参考様式第１－１２号） 

＜分野ごとの書類＞ 

派遣形態での雇用が可能な特定産業分野（農業分野

と漁業分野に限る。）ごとに提出が必要な書類につい

ては、本運用要領別冊（分野別）を参照してくださ

い。 

＜分野共通の書類＞ 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号） 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

・派遣計画書（参考様式第１－１２号） 

＜分野ごとの書類＞ 

派遣形態での雇用が可能な特定産業分野（農業分野と

漁業分野に限る。）ごとに提出が必要な書類について

は、本運用要領別冊（分野別）を参照してください。 

17 P.72 （１４）特定技能雇

用契約継続履行体制

に関するもの 

【確認対象の書類】 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号）

＊原則として３年に１回の提出 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号） 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 



18 P.76 第２ 

（１）中長期在留者

の受入れ実績等に関

するもの 

【確認対象の書類】 

＜共通＞ 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号）

＊原則として３年に１回の提出 

＜第１号ロに該当する場合＞ 

・支援責任者の履歴書（参考様式第１－２０号） 

・支援担当者の履歴書（参考様式第１－２２号） 

＜第１号ハに該当する場合＞ 

・第１号ハに該当（同号イ又はロに掲げる者と同程度

に支援業務を適正に実施することができる    

 者）することの説明書 

・上記説明書の記載内容に係る立証資料 

＜共通＞ 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号） 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

＜第１号ロに該当する場合＞ 

・支援責任者の履歴書（参考様式第１－２０号） 

・支援担当者の履歴書（参考様式第１－２２号） 

＜第１号ハに該当する場合＞ 

・第１号ハに該当（同号イ又はロに掲げる者と同程度

に支援業務を適正に実施することができる    

 者）することの説明書 

・上記説明書の記載内容に係る立証資料 

19 P.81 （４）支援の中立性

に関するもの 

【確認対象の書類】 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号）

＊原則として３年に１回の提出 

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１

７号）※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載 

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号） 

＊一定の事業規模があり、適正な受入れを行うこ

とが見込まれる機関については、書類の提出を

省略することが可能です。詳細は６ページのと

おり。 

＊上記＊に該当しない場合は原則として３年に１

回の提出 

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１

７号）※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載 

20 

 

P.97 第７章 

第１節 

第１ 契約変更の届

出 

・特定技能雇用契約に係る届出書（参考様式第３－１

号） 

・特定技能雇用契約の変更に係る届出書（参考様式第

３－１－１号） 



【確認対象の書類】 

21 P.98 第２ 契約終了の届

出 

【確認対象の書類】 

・特定技能雇用契約に係る届出書（参考様式第３－１

号） 

・特定技能雇用契約の終了又は締結に係る届出書（参

考様式第３－１－２号） 

 

22 P.98 【留意事項】 

○１つ目 

（新設） ○ 特定技能雇用契約が終了した特定技能外国人につ

いて、当該外国人に対する支援の全部の実施を委託

していた場合、当該外国人に係る特定技能所属機関

と登録支援機関との間の委託契約も終了することに

なります。委託契約が終了した事実についても、届出

書（参考様式第３－１－２号「Ａ 契約の終了」欄 

ｃ及びｄ）に記載してください。 

23 Ｐ.98 ○２つ目 ○ 特定技能外国人は、特定技能雇用契約が終了した

場合であっても、直ちに帰国することとはならず、

転職により新たな特定技能所属機関との間で特定

技能雇用契約が締結されれば、在留期間の範囲内で

引き続き在留が認められることとなります。 

○ 特定技能外国人は、特定技能雇用契約が終了した

場合であっても、直ちに帰国することとはならず、転

職により新たな特定技能所属機関との間で特定技能

雇用契約が締結され、在留資格変更許可を受けるこ

とで引き続き在留することができます。 

24 P.98 ○４つ目 ○ 特定技能雇用契約を終了する事由が、非自発的離

職や行方不明等である場合は、受入れ困難に係る届出

書（参考様式第３－４号）をあらかじめ提出しておか

なければなりません（詳細については、下記第４節を

参照してください。）。 

○ 特定技能雇用契約を終了する場合、受入れ困難に

係る届出書（参考様式第３－４号）をあらかじめ提出し

ておかなければなりません（詳細については、下記第４

節を参照してください。）。 

25 P.100 第３ 新たな契約締結

の届出 

【確認対象の書類】 

・１つ目 

・特定技能雇用契約に係る届出書（参考様式第３―１

号） 

・特定技能雇用契約の終了又は締結に係る届出書（参

考様式第３―１－２号） 

26 P.104 第３節 

第１ 契約締結の届

出 

・支援委託契約に係る届出書（参考様式第３－３号） ・支援委託契約の終了又は締結に係る届出書（参考様

式第３－３－２号） 



【確認対象の書類】 

・１つ目 

27 Ｐ.104 【留意事項】 

○２つ目 

（新設） ○ 委託先の登録支援機関を変更した場合、届出書（参

考様式第３－３－２号）②「Ａ 契約の終了」欄及び

「Ｂ 契約の締結」欄の両方を記入してください。な

お、併せて支援計画変更に係る届出書（参考様式第３

－２号）を提出しなければなりません（詳細について

は、前記第２節別表の項番Ⅲを参照してください。）。 

28 Ｐ.105 第２ 契約変更の届

出 

【確認対象の書類】 

・１つ目 

・支援委託契約に係る届出書（参考様式第３－３号） ・支援委託契約の変更に係る届出書（参考様式第３－

３－１号） 

29 Ｐ.106 第３ 契約終了の届

出 

【確認対象の書類】 

・支援委託契約に係る届出書（参考様式第３－３号） 

 

・支援委託契約の終了又は締結に係る届出書（参考様

式第３－３－２号） 

 

30 Ｐ.106 【留意事項】 

○４つ目 

（新設） ○ 委託先の登録支援機関を変更した場合、届出書（参

考様式第３－３－２号）②「Ａ 契約の終了」欄及び

「Ｂ 契約の締結」欄の両方を記入してください。な

お、併せて支援計画変更に係る届出書（参考様式第３

－２号）を提出しなければなりません（詳細について

は、前記第２節別表の項番Ⅲを参照してください。）。 

31 Ｐ.115 第７節 １号特定技能

外国人支援計画の実

施状況に関する届出 

【確認対象の書類】 

・２つ目 

（新設） ・1 号特定技能外国人支援対象者名簿（参考様式第３－

７号別紙） 

32 Ｐ.115 【留意事項】 

○１つ目 

○ 届出の対象となる特定技能外国人が複数人存在

する場合、原則として、それぞれの特定技能外国人

ごとに届出書を作成・提出する必要がありますが、

○ 届出の対象となる特定技能外国人を参考様式第３

－７号（別紙）に記載して提出してください。 

 



支援実施状況が全く同じ場合に限り、参考様式第３

－７号（別紙）を使用して届出書一部にまとめて提

出しても差し支えありません（支援実施状況が異な

る特定技能外国人について、一つの届出書にまとめ

ることはできません。）。 

33 Ｐ.115 ○２つ目 （新設） ○ １号特定技能外国人支援計画書において、届出の

対象となる四半期中に実施予定となっていた支援を

実施しなかった場合は、支援未実施に係る理由書（参

考様式第５―１３号）を作成し、提出してください。 

34 Ｐ.116 ○４つ目 ○ １号特定技能外国人からの相談を端緒とした労

働基準監督署への通報や公共職業安定所（ハローワ

ーク）への相談を行った場合は、相談内容及び対応

結果を届け出る必要があります。 

  なお、１号特定技能外国人から複数回相談を受け

た場合には、相談記録書（参考様式第５－４号）の

写しを添付してください。 

○ １号特定技能外国人からの相談を端緒とした労働

基準監督署への通報や公共職業安定所（ハローワー

ク）への相談を行った場合は、相談内容及び対応結果

を届け出る必要があります。 

１号特定技能外国人から相談を受けた場合には、

相談記録書（参考様式第５－４号）の写しを添付し

てください。 

35 Ｐ.116 ○５つ目 ○ 非自発的離職者に対する転職支援を実施した場

合は、公共職業安定所（ハローワーク）の利用状況

等の転職支援の内容及び対応結果を届け出なけれ

ばなりません。 

○ 非自発的離職者に対する転職支援を実施した場合

は、公共職業安定所（ハローワーク）の利用状況等の

転職支援の内容及び対応結果を届け出る必要があり

ます。 

転職支援を実施した場合は、転職支援実施報告書

（参考様式第５－１２号）を作成し、提出してくだ

さい。 

36 Ｐ.149 第９章 

第２節 

第４ 支援の実施状

況に関する届出 

【確認対象の書類】 

・２つ目 

(新設) ・１号特定技能外国人支援対象者名簿（参考様式第４

－３号別紙） 

 



37 Ｐ.149 【留意事項】 

○２つ目 

（新設） ○ 届出の対象となる特定技能外国人を参考様式第４

－３号（別紙）に記載して、提出してください。 

38 Ｐ.149 ○３つ目 （新設） ○ １号特定技能外国人支援計画書において、届出の

対象となる四半期中に実施予定となっていた支援を

実施しなかった場合は、支援未実施に係る理由書（参

考様式第５－１３号）を作成し、提出してください。 

39 Ｐ.149-P.150 ○５つ目 ○ 定期的な面談や１号特定技能外国人からの相談

を端緒として、労働基準監督署への通報や公共職業

安定所（ハローワーク）への相談を行った場合は、

相談内容及び対応結果を届け出なければなりませ

ん。 

○ 定期的な面談や１号特定技能外国人からの相談を

端緒として、労働基準監督署への通報や公共職業安

定所（ハローワーク）への相談を行った場合は、相談

内容及び対応結果を届け出る必要があります。 

なお、１号特定技能外国人から相談又は苦情を受

けた場合には、相談記録書（参考様式第５－４号）の

写しを添付してください。 

40 Ｐ.150 ○６つ目 ○ 非自発的離職者に対する転職支援を実施した場

合は、公共職業安定所（ハローワーク）の利用状況

等の転職支援の内容及び対応結果を届け出なけれ

ばなりません。 

○ 非自発的離職者に対する転職支援を実施した場合

は、公共職業安定所（ハローワーク）の利用状況等の

転職支援の内容及び対応結果を届け出る必要があり

ます。 

転職支援を実施した場合は、転職支援実施報告書

（参考様式第５－１２号）を作成し、提出してくだ

さい。 

41 Ｐ.150 ○９つ目 ○ 届出の対象となる特定技能外国人が複数人存在

する場合、原則として、それぞれの特定技能外国人

ごとに届出書を作成・提出する必要がありますが、

支援実施状況が全く同じ場合に限り、参考様式第４

－３号（別紙）を使用して届出書一部にまとめて提

出しても差し支えありません（支援実施状況が異な

る特定技能外国人について、一つの届出書にまとめ

ることはできません。）。 

（削除） 



42 別紙２ 届出一覧表（特定技

能所属機関（２の１）） 

  

43 別紙４  

 
 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 



 

 



44 

 

参考様式第

１－２６号 

公的義務に関する誓

約書 

  

 

  

 



45 参考様式第

１－２９号 

書類省略に当たって

の誓約書 

（新設） 

 
 



46 参考様式第

３－１号 

特定技能雇用契約に

係る届出書 

 

（削除） 



   

 

 



47 参考様式第

３－１－１号 

特定技能雇用契約の

変更に係る届出書 

（新設） 

 



48 参考様式第

３－１－２号 

特定技能雇用契約の

終了又は締結に係る

届出書 

（新設） 

 



    

 



49 参考様式第 

３－３号 

支援委託契約に係る

届出書 

 

（削除） 



   

 

 



50 参考様式第

３－３－１号 

支援委託契約の変更

に係る届出書 

（新設） 

 



    

 



51 参考様式第

３－３－２号 

支援委託契約の終了

又は締結に係る届出

書 

（新設） 

 



    

 



52 参考様式第

３－４号 

２葉目 

受入れ困難に係る届

出書 

②届出の事由 

Ｂ 特定技能外国人

の都合 

ａ 事由 

「自己都合退職」 

  



 53 参考様式第

3－1－1 号 

参考様式第

3－1－2 号 

参考様式第

3－2 号 

参考様式第

3－3―1 号 

参考様式第

3－3－2 号 

参考様式第

3－4 号 

参考様式第

3－5 号 

（記載要領） 

項番 1 

 

 



54 参考様式第

３－７号 

支援実施状況に係る

届出書 

 

 



 

  

   

 

 



   

 

 

55 参考様式第

３－７号別紙 

１号特定技能外国

人支援対象者名簿 

  

 

 



   

  

 

  



56 参考様式第 

４－３号 

支援実施状況に係

る届出書 

 

 

 

  



   

 

 

 

  



   

 

 

 

  



   

 

 

 

  



 57 参考様式第

４－３号別紙 

１号特定技能外国

人支援対象者名簿 

 

 

 

 

 

  



 58 参考様式第

５－１２号 

転職支援実施報告書 （新設） 

 

 

  



 59 参考様式第

５－１３号 

支援未実施に係る

理由書 

（新設） 

 

 


